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新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ 
 

 当社は、平成 23 年５月 17 日開催の当社取締役会において、新株式発行及び当社株式の売出しに関

し、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

【本資金調達の目的】 

日本の航空業界を取り巻く環境は、アジアをはじめとする国際的な旅客及び物流の増加に対応した空港イン

フラ整備や航空自由化が推進されるなど、大きな変革期を迎えております。東京国際空港（羽田空港）では、

平成22年10月から４本目の滑走路が供用開始されたことに伴い、欧米国際路線の運航が開始され、発着回数

（枠）はこれまでの30.3万回／年から深夜早朝便を合わせて44.7万回／年にまで、段階的に拡大予定です。

成田国際空港に関しても、平成22年３月には20万回／年から22万回／年へ発着可能回数が拡大し、30万回

／年への容量拡大についても関係者間の合意がなされました。また、日米間では首都圏空港を含むオープンス

カイ了解覚書が署名され、今後の航空自由化の道が大きく開かれました。我が国の成長戦略の一翼を担う観光

立国の実現に向けて、こうした制度改革を含めた様々な環境整備が実施されつつあります。 

 さて、当社に関しては設立以来、国内主要路線に特化し、羽田空港と神戸空港をハブとする効率的な運航体

制を確立してまいりました。お客様に支持される価格と徹底的なコスト競争力を追及し、シェアを拡大すると

ともに、鹿児島空港や茨城空港等の地方空港への路線についても採算の取れる収益体制を築いた結果、平成

22 年度は増収増益となりました。今年度からは顧客利便性の向上と新市場の創出を図るために成田国際空港

を拠点とした国内新路線も検討しております。 

 しかし、航空自由化が進展する一方、少子高齢化に伴い日本国内の潜在需要は抑制されることから、更なる

成長を図るためには国際主要路線への進出が不可欠と考えております。先般、路線の開設に必要な機材を調達

するために、AIRBUS S.A.S.とAirbus A380型機の購入契約を締結いたしました。国際線事業においてもコス

ト競争力を高めることは必至でありますが、燃費効率の高い最新鋭の機材導入、各拠点でのローコストオペレ

ーション等によって、一座席一キロ当たりのコスト（CASK：Cost per Available Seat Kilo）を低減し、アジ

ア諸国のＬＣＣ（ロー･コスト･キャリア）事業者に比肩する収益力の維持を目指してまいります。 

 当社は、航空業界を取り巻くこのような変化を、当社にとっての飛躍の時と捉え、持続的な成長の実現に向

けて重要な経営資源の確保が必要であると認識しております。今般の調達資金は、更なる収益力の強化に資す

ることが期待される上記の機材購入資金の一部を含む設備投資資金に充当することから、公募増資による方法

が当社にとって最適な資金調達手段であると考えております。公募増資の実施により強固な財務基盤を確立す

るとともに経営体質を磐石とするよう努めてまいります。また、当社は、株主層の拡大を図ることを目的とし、

新株式発行と同時に当社株主を売出人とする当社株式の売出しを決議いたしました。 

 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書及び

訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 
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記 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

（１） 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 17,300,000 株 

（２） 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第 25 条

に規定される方式により、平成 23 年５月 25 日（水）から平成 23 年

５月 30 日（月）までの間のいずれかの日（以下、「発行価格等決定

日」という。）に決定する。 

（３） 増加する資本金及び

資 本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額は、会社計算規則第 14 条第１項に従い算出され

る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。また、増加する資

本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額

を減じた額とする。 

（４） 募 集 方 法  一般募集とし、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社、野村證

券株式会社及びいちよし証券株式会社（以下、「引受人」と総称す

る。）に全株式を買取引受けさせる。 

なお、一般募集における発行価格（募集価格）は、日本証券業協会

の定める有価証券の引受け等に関する規則第 25 条に規定される方

式により、発行価格等決定日の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値（当日に終値がない場合は、その日に先立つ直近

日の終値）に 0.90～1.00 を乗じた価格（１円未満端数切捨て）を仮

条件とし、需要状況等を勘案した上で決定する。 

（５） 引 受 人 の 対 価  引受手数料は支払わず、これに代わるものとして一般募集における

発行価格（募集価格）と引受人により当社に払込まれる金額である

払込金額との差額の総額を引受人の手取金とする。 

（６） 申 込 期 間  発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の２営業日後の

日まで。 

（７） 払 込 期 日  平成 23 年６月１日（水）から平成 23 年６月６日（月）までの間の

いずれかの日。ただし、発行価格等決定日の５営業日後の日とする。

（８） 申 込 株 数 単 位  100 株 

（９） 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他本公募による新株式発行に必要な一切

の事項の決定については、当社代表取締役社長に一任する。 

（10） 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

２．当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し） 

（１） 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 1,000,000 株 

（２） 売 出 人 及 び 

売 出 株 式 数 

 西久保 愼一

不 破  義 夫

800,000 株 

200,000 株 

（３） 売 出 価 格  日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第 25 条

に規定される方式により、発行価格等決定日の株式会社東京証券取

引所における当社普通株式の終値（当日に終値がない場合は、その

日に先立つ直近日の終値）に 0.90～1.00 を乗じた価格（１円未満端

数切捨て）を仮条件とし、需要状況等を勘案した上で決定する。 

なお、売出価格は一般募集における発行価格（募集価格）と同一と

する。 

（４） 売 出 方 法  売出しとし、引受人に全株式を買取引受けさせる。 

売出しにおける引受人の対価は、売出価格から引受人により売出人

に支払われる金額である引受価額を差し引いた額の総額とする。 

なお、引受価額は一般募集における払込金額と同一とする。 

（５） 申 込 期 間  一般募集における申込期間と同一とする。 
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（６） 受 渡 期 日  一般募集における払込期日の翌営業日とする。 

（７） 申 込 株 数 単 位  100 株 

（８） 売出価格、その他本株式の売出しに必要な一切の事項の決定については、当社代表取締役社長

に一任する。 

（９） 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

当社普通株式 2,700,000 株 （１） 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 

なお、上記売出株式数は上限を示したものであり、需要状況等によ

り減少し、又は本株式の売出しそのものが全く行われない場合があ

る。最終の売出株式数は、一般募集及び引受人の買取引受けによる

売出しの需要状況等を勘案した上で発行価格等決定日に決定する。

（２） 売 出 人  大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社 

（３） 売 出 価 格  未定（発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は引受人の買

取引受けによる売出しにおける売出価格と同一とする。） 

（４） 売 出 方 法  大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社が、一般募集及び引受人

の買取引受けによる売出しの需要状況等を勘案し、2,700,000 株を

上限として当社株主より借受ける当社普通株式について売出しを

行う。 

（５） 申 込 期 間  引受人の買取引受けによる売出しにおける申込期間と同一とする。

（６） 受 渡 期 日  引受人の買取引受けによる売出しにおける受渡期日と同一とする。

（７） 申 込 株 数 単 位  100 株 

（８） 売出価格、その他本株式の売出しに必要な一切の事項の決定については、当社代表取締役社

長に一任する。 

（９） 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

４．第三者割当による新株式発行（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

（１） 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 2,700,000 株 

（２） 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集における

払込金額と同一とする。 

（３） 増加する資本金及び

資 本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額は、会社計算規則第 14 条第１項に従い算出され

る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。また、増加する資

本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額

を減じた額とする。 

（４） 割 当 先  大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社 

（５） 申 込 期 日  平成 23 年６月 20 日（月） 

（６） 払 込 期 日  平成 23 年６月 21 日（火） 

（７） 申 込 株 数 単 位  100 株 

（８） 上記（５）記載の申込期日までに申込みのない株式については、発行を取り止める。 

（９） 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他本第三者割当による新株式発行に必要

な一切の事項の決定については、当社代表取締役社長に一任する。 

（10） 前記各号については、本第三者割当による新株式発行の発行価額（払込金額）の総額が１億円

以上となる場合、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

以 上 
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＜ご参考＞ 

１．オーバーアロットメントによる売出し等について 

前記「３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）」に記載のオーバーアロ

ットメントによる売出しは、前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」に記載の一般募集

及び前記「２．当社株式の売出し（引受人の買取引受けによる売出し）」に記載の引受人の買取

引受けによる売出しに伴い、その需要状況等を勘案し、2,700,000 株を上限として大和証券キャピ

タル・マーケッツ株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式（以下、「貸借株式」という。）

の売出しであります。オーバーアロットメントによる売出しの売出株式数は上限を示したもので

あり、需要状況等により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行わ

れない場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は平成 23 年５月 17 日（火）開催の取締

役会において、一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しとは別に、大和証券キャピタル・

マーケッツ株式会社を割当先とする当社普通株式 2,700,000 株の第三者割当増資（以下、「本件

第三者割当増資」という。）を平成 23 年６月 21 日（火）を払込期日として行うことを決議して

おります。 

大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及び

オーバーアロットメントによる売出しの申込期間（以下、「申込期間」という。）中、当社普通

株式について安定操作取引を行う場合があり、当該安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部

を貸借株式の返還に充当する場合があります。 

また、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、申込期間終了日の翌日から平成 23 年６月

16 日（木）までの間（以下、「シンジケートカバー取引期間」という。）、オーバーアロットメ

ントによる売出しを行った株式数を上限として、株式会社東京証券取引所において当社普通株式

の買付け（以下、「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があり、当該シンジケート

カバー取引で買付けられた株式は全て貸借株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバ

ー取引期間内においても、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社の判断で、シンジケートカ

バー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しを行った株式数に至らない株

式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株

式数から上記の安定操作取引及びシンジケートカバー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式

数を減じた株式数について、本件第三者割当増資に係る割当に応じる予定であります。 

したがって、本件第三者割当増資における発行株式数の全部又は一部につき申込みが行われず、

その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行株式数がその限度で減少し、又

は発行そのものが全く行われない場合があります。 

なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによ

る売出しが行われる場合の売出株式数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーア

ロットメントによる売出しが行われない場合は、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社によ

る上記当社株主からの当社普通株式の借入れは行われません。したがって、この場合には、大和

証券キャピタル・マーケッツ株式会社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じず、申込みを行

わないため、失権により本件第三者割当増資における新株式発行は全く行われません。また、株

式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引も行われません。 

 

２．今回の公募増資及び第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

(1) 現在の発行済株式総数 70,813,400 株 （平成 23 年３月 31 日現在） 

(2) 公募増資による増加株式数 17,300,000 株

(3) 公募増資後の発行済株式総数 88,113,400 株

(4) 第三者割当増資による増加株式数 2,700,000 株  

(5) 第三者割当増資後の発行済株式総数 90,813,400 株  

（注）上記(4)及び(5)は前記＜ご参考＞１．に記載のとおり変更する可能性があります。 

 

３．調達資金の使途 

(1) 今回調達資金の使途 

今回の一般募集及び本件第三者割当増資による手取概算額合計上限 21,290,000,000 円について、
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全額を航空機購入を含む設備投資資金に充当する予定であります。当該設備投資資金の内訳につ

きましては、1,629,000,000 円を平成 24 年 12 月末までに Airbus A380 型機のフル・フライト・シ

ミュレーターの導入資金に、1,414,000,000 円を平成 23 年 12 月末までに神戸空港支店の航空機格

納庫への設備投資資金に、残額を Airbus A380 型機の購入資金の一部（完成・受領以前に購入資

金に充当する前払金を含む。）に、それぞれ充当する予定であります。なお、当社が計画する Airbus 

A380 型機６機（うち２機はオプション）の導入にかかる平成 24 年３月期以降の支出予定は以下の

通りであり、当該支出予定に対して支払期限が到来する度に増資資金を順次充当し、増資資金に

よる充当以降の支出予定につきましては、自己資金により賄う予定であります。 

（単位：百万円） 

 平成24年 

３月期 

平成25年 

３月期 

平成26年

３月期 

平成27年

３月期 

平成28年

３月期 

平成29年 

３月期 

平成30年

３月期 

支出予定額 6,132 4,394 8,152 45,745 23,909 24,134 41,948 

（注）１ 平成24年３月期の支出予定額は、既支払額644百万円を含んでおります。 

２ 当社が想定するエンジン及び客室仕様等に係る設備投資額に基づいて算出しております。 

３ 予算上の為替レート（１米ドル＝83.00円）で算出しております。また、為替の変動等により、今後の支出予

定額に大幅な変更もあり得ます。 

 

当社は、将来の本格的な国際線進出に向けて、海外主要路線において適正な運賃による長距離大

量輸送を実現するために、Airbus A380 型機を国際線用機材として導入し、併せて、同航空機のフ

ル・フライト・シミュレーターを導入することで、効率的な運航乗務員養成を図ります。 

また、当社は、新たな整備拠点として神戸空港支店に航空機格納庫を建設することで、神戸空港

を中心とした運航路線の増加に対応できる整備体制を確立するとともに、さらなる運航品質向上

のための整備体制の自立化及び強化を図ります。 

なお、当社の重要な設備の新設、除却等の計画については、平成 23 年５月 17 日現在（ただし、

投資予定金額の既支払額については平成 23 年４月 30 日現在）以下のとおりとなっております。 

投資予定金額 
着手及び完了 

予定年月 
事業所名 設備の内容 

総額 

（千円）

既支払額

（千円）

資金調達

方法 
着手 完了 

本社 

（東京都大田区） 
航空機予備部品 1,300,000 915,917 自己資金

平成22年 

12月 

平成24年

３月 

東京空港支店他 

（東京都大田区他） 
空港施設・設備・器材 456,667 ― 自己資金

平成23年 

４月 

平成24年

２月 

宮古空港所 

（沖縄県宮古島市） 
空港施設・設備・器材 385,515 25,551 自己資金

平成23年 

６月 

平成23年

８月 

成田空港支店 

（千葉県成田市） 
空港施設・設備・器材 525,015 55,203 自己資金

平成22年 

４月 

平成23年

９月 

沖縄空港所 

（沖縄県那覇市） 
空港施設・設備・器材 225,309 36,750 自己資金

平成23年 

９月 

平成24年

２月 

仙台空港所 

（宮城県名取市） 
空港施設・設備・器材 168,934 ― 自己資金

平成23年 

10月 

平成24年

２月 

本社 

（東京都大田区） 

Airbus A380シミュレー

ター訓練施設 
1,629,570 ―

自己資金及

び増資資金

平成23年 

５月 

平成25年

３月 

神戸空港支店 

（兵庫県神戸市中央区）
航空機格納庫 1,414,729 ―

自己資金及

び増資資金

平成23年 

６月 

平成23年

12月 

合計  6,105,739 1,033,421    

（注）Airbus A380シミュレーター訓練施設への支払いは平成24年12月末までに完了する予定でありますが、当局によ

る訓練施設の審査にかかる期間を見込んでいるため、同施設の使用の開始は完了予定年月（平成25年３月）以降

を予定しております。 

 

また、航空機にかかる設備投資計画は、平成 23 年５月 17 日現在（ただし、投資予定金額の既支

払額については平成 23 年４月 30 日現在）以下のとおりとなっております。 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書及び

訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 
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投資予定金額 

設備の内容 数量
総額 

（千円） 

既支払額 

（千円） 

資金調達 

方法 
発注年月 

完成・受領 

予定年月 

Airbus A380型機 ６ 155,898,068 2,203,460
自己資金及び

増資資金 
平成23年２月 

平成26年７月から

平成29年12月 

合計 ６ 155,898,068 2,203,460    

（注）１ Airbus A380型機６機（オプション２機を含む。）の投資予定金額の総額については、当社が想定するエンジ

ン及び客室仕様等に係る設備投資額に基づいて算出しております。 

２ 当社は、平成23年２月17日付で、AIRBUS S.A.S.とAirbus A380 型機６機（オプション２機を含む。）の購

入契約を締結しておりますが、上記計画の６機のうち最大３機（オプションを行使しない場合は最大２機）

については、当社の今後の資金及びキャッシュ・フロー等の状況を考慮しつつ、オペレーティング・リース

（リースバック）による導入も検討しております。 

３ 投資予定金額の総額は、予算上の為替レート（１米ドル＝83.00円）で算出しております。また、為替の変動

等により、今後の投資予定金額の総額に大幅な変更もあり得ます。 

 

(2) 前回調達資金の使途の変更 

該当事項はありません。 

 

(3) 業績に与える影響 

今回の調達資金により、財政基盤を強化し、航空機及びその他運航資源等の調達へ充当すること

で持続的な成長に資するものと考えております。これらは当社の収益力及び業績の向上に寄与す

るものと考えております。 

 

４．株主への利益配分等 

(1) 利益配分に関する基本方針 

配当政策につきましては、利益の状況、企業体質の強化、今後の事業展開に必要な内部留保状況

等を勘案して、決定する方針を採用しております。企業体力の強化を推進するとともに、安定的

に株主への利益還元を実施できるよう努めてまいります。 

 

(2) 配当決定にあたっての考え方 

配当決定にあたっては、前記「（1） 利益配分に関する基本方針」に基づき、業績、株主還元及

び長期的事業展開を総合的に勘案して決定しております。 

 

(3) 内部留保資金の使途 

内部留保資金につきましては、中長期的な視点に立って、運航基盤の充実や整備体制の強化、財

務体質の強化などに活用し、企業価値の向上を図っていく所存であります。 

 

(4) 過去３決算期間の配当状況等 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

１ 株 当 た り 当 期 純 損 益 △31.61円 37.78 円 90.53 円

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 －円 10 円 10 円

実 績 配 当 性 向 －％ 26.5％ 11.0％

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 △22.6％ 26.5％ 44.5％

純 資 産 配 当 率 －％ 7.0％ 4.9％

（注）１．１株当たり当期純損益は、期中平均株式数に基づいて計算しております。 

２．実績配当性向は、１株当たり年間配当金を１株当たり当期純利益で除した数値です。

なお、平成 21 年３月期に関しては、無配のため記載しておりません。 

３．自己資本当期純利益率は、決算期末の当期純損益を自己資本（期首の新株予約権控除

後の純資産合計と期末の新株予約権控除後の純資産合計の平均）で除した数値です。 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書及び

訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 
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４．純資産配当率は、１株当たり年間配当金を１株当たり純資産（期首１株当たり純資産

と期末１株当たり純資産の平均）で除した数値です。なお、平成 21 年３月期に関して

は、無配のため記載しておりません。 

５．平成 23 年３月期の１株当たり年間配当金について、平成 23 年５月 12 日付「平成 23

年３月期決算短信」及び「剰余金の配当に関するお知らせ」にて、１株当たり 10 円と

する旨を発表しております。 

６．平成 23 年３月期の数値は未監査の財務諸表に基づいております。 

 

５．その他 

(1) 配分先の指定 

該当事項はありません。 

 

(2) 潜在株式による希薄化情報 

当社は、旧商法及び会社法に基づく新株予約権（ストックオプション）を発行しております。当

該新株予約権の内容は次のとおりであります。なお、今回の一般募集及び本件第三者割当増資後

の発行済株式総数（90,813,400 株）に対する下記の交付株式残数の比率は 2.68％となる見込みで

あります。 

（注）下記交付株式残数がすべて新株式で交付された場合の潜在株式の比率となります。 

新株予約権（ストックオプション）の付与状況（平成 23 年３月 31 日現在） 

決議日 交付株式残数
新株予約権の行

使時の払込金額
資本組入額 行使期間 

平成14年６月14日 1,200株 108,300円 54,150円
自 平成16年７月１日 

至 平成23年６月30日 

平成17年６月23日 292,400株 76,600円 38,300円
自 平成19年７月１日 

至 平成24年６月30日 

平成18年６月22日 250,400株 60,800円 30,400円
自 平成20年７月１日 

至 平成25年６月30日 

平成19年６月27日 269,600株 33,900円 16,950円
自 平成21年７月１日 

至 平成26年６月30日 

平成20年６月24日 207,200株 19,900円 9,950円
自 平成22年７月１日 

至 平成27年６月30日 

平成21年６月23日 657,600株 13,600円 6,800円
自 平成23年７月８日 

至 平成28年７月７日 

平成22年６月23日 754,400株 39,000円 19,500円
自 平成24年７月８日 

至 平成29年７月７日 

 

(3) 過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等 

①エクイティ・ファイナンスの状況 

年月日 増資額 増資後資本金 増資後資本準備金 摘要

平成 20 年 11 月 21 日 1,150,000 千円 4,777,465 千円 7,276,465 千円 （注）

（注）当社代表取締役社長である西久保愼一を割当先とする第三者割当によるものです。 

 

②過去３決算期間及び直前の株価等の推移 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 平成 24 年３月期

始  値 226 円 106 円 367 円 988 円

高  値 249 円 459 円 1,449 円 1,282 円

安  値 87 円 100 円 316 円 890 円

終  値 107 円 361 円 994 円 1,203 円

株価収益率 －倍 9.6 倍 11.0 倍 －倍

（注）１．平成 24 年３月期の株価については、平成 23 年５月 16 日現在で表示しております。 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書及び
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ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし
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２．株価収益率は、決算期末の株価（終値）を当該決算期末の１株当たり当期純利益（平

成 23 年３月期の数値は未監査）で除した数値です。なお、平成 21 年３月期に関して

は、１株当たり当期純損失を計上しているため記載しておりません。また、平成 24 年

３月期に関しては、未確定のため記載しておりません 

 

③過去５年間に行われた第三者割当増資等（平成 20年４月以後に決議又は決定が行われたものに

限る）における割当先の保有方針の変更等 

平成 20 年 11 月の当社普通株式の第三者割当増資における割当先は、当社の筆頭株主かつ代表

取締役社長の西久保愼一であり、当該第三者割当増資を行うにあたり、割当先より、割当株式

の保有方針について原則として長期保有する旨の報告を受けておりました。 

割当先は、平成 22 年６月８日及び平成 22 年６月 10 日付で、当社を法人税の留保金課税対象

から外すことを目的として、その保有株式のうち一部を売却しております。また、割当先は、

株主層の拡大を図ることを目的として、上記「２．当社株式の売出し（引受人の買取引受けに

よる売出し）」に記載の通り、その保有株式のうち一部を売却する予定ですが、引続き安定株

主として原則は長期保有する方針である旨の報告を受けております。  

 

(4) ロックアップについて 

一般募集及び引受人の買取引受けによる売出しに関連して、売出人である西久保愼一及び不破義

夫は、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集

及び引受人の買取引受けによる売出しの受渡期日から起算して 180 日目の日に終了する期間（以

下、「ロックアップ期間」という。）について、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社の事

前の書面による同意なしには、当社株式、当社株式に転換若しくは交換される証券又は当社株式

を取得若しくは受領する権利を表章する証券の売却等（ただし、引受人の買取引受けによる売出

し等を除く。）を行わない旨合意しております。 

また、当社は、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社に対し、ロックアップ期間中について、

大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式、当社株

式に転換若しくは交換される証券又は当社株式を取得若しくは受領する権利を表章する証券の発

行等（ただし、一般募集、本件第三者割当増資、株式分割及びストックオプションの行使による

新株式発行等を除く。）を行わない旨合意しております。 

上記のいずれの場合においても、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、ロックアップ期

間中であってもその裁量で当該合意の内容を一部又は全部につき解除できる権限を有しておりま

す。 

 

以 上 


